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 医療機関は労働集約型の産業であり、歯科医院経営において労務管理は非常に重要です。

良い人材と思い採用したスタッフであっても、実際の医療現場で組織の一員として勤務す

る中では、様々な労務トラブルが発生してしまうことも稀ではありません。 

 労務トラブルは放っておくわけにもいかず、また対処を誤ると更に大きな問題に発展し

てしまうため、慎重かつ素早い対応が必要になります。 

 

  

 厚生労働省の統計によると、総合労働相談コーナー（全国の都道府県労働局及び労働基

準監督署に設置）には、令和元年度の１年間に約 118万件もの労働相談が寄せられており、

その内訳としては、「法制度の問い合わせ」「労働基準法等の違反の疑いがあるもの」「民事

上の個別労働紛争相談」となっています。 

 民事上の個別労働紛争相談としては、「いじめ・嫌がらせ」「自己都合退職」「解雇」が上

位を占めています。その他には「労働条件の引下げ」「退職勧奨」等があります。 

 近年のような情報化社会では、ＳＮＳなどで、セクハラ・パワハラ、派遣切りなども大

きく取り上げられていて、紛争内容は一層多様化しています。組織よりも個人を重視する

ようになった現代では、人事労務トラブルは避けて通れないものになってきています。 

 

■民事上の個別労働紛争（相談内容別の件数） 

 

 

（出典）厚生労働省：「令和元年度個別労働紛争解決制度の施行状況」より 

１│複雑化する労務トラブル     

複雑化する労働トラブルの現状 
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■民事上の個別労働紛争（主な相談内容別の件数推移） 

 

（出典）厚生労働省：「令和元年度個別労働紛争解決制度の施行状況」より 

 

■個別労働紛争相談 

●いじめ・嫌がらせ（25.5％） 

●自己都合退職（11.7％） 

●解雇（10.1％） 

●労働条件の引き下げ（8.5％） 

●退職勧奨（6.6％） 

 

 

 職場規律に乱れが生じるのは、スタッフ側や医院側（院長、リーダー）に要因があるケ

ースはもちろんですが、その他様々な要因が複合的に重なり合って、職場の規律を乱して

いると捉えるべきです。 

 職場規律の乱れは、主にはスタッフ側の要因から発生しますが、同時に医院や院長、リ

ーダーの対応の悪さや拙さがあるために生じているケースも見られます。 

 若いスタッフと話が合わないというリーダーは多く、文化や価値観・考え方などの相違

（いわゆるジェネレーションギャップ）を認識している一方で、職場規律については、逐

一教えなくてもわかるはずだと考える傾向にあります。 

 また、新入スタッフ教育で、職場のルールを十分に指導できていない医院も少なくあり

ません。本来、医院によって職場規律に関するルールやその基準が違うため、自院内で具

体的に教育する必要がありますが、それを怠っているために両者の認識ギャップは埋まら

２│歯科医院において職場規律が乱れる要因     
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ず、問題が解消されないのです。 

 最近では非正規雇用のスタッフが急増し、就労形態が複雑化することによって、多様な

価値観を持ったスタッフが職場に増えてきています。そのため、職場の規律に関する認識

のギャップはさらに拡大しています。 

 

■スタッフ側の要因 

●スタッフの意識に甘えがあり、わがままな行動が見られる 

●自らの言動には何ら問題点はないと思っている、もしくは問題であるという指摘を受けたこと

がない 

●社会人としての一般的なルールやマナーに関する教育や訓練を受けていない 

●多少は問題だとわかっていても、自分がやっている程度なら許されると思っている 

●周囲の同僚にも同じような問題行動をとっている者がいるので、自分も構わないと考えている 

●そもそも職場のルールやマナーそのものを知らない、理解していない 

 

■医院・院長・リーダー側の要因 

●ルール違反があってもリーダーが注意や指導をしていない 

●リーダーが注意できない、もしくはどのように注意指導すればよいかわからない 

●スタッフの管理を現場のリーダーに任せっぱなしにしており、悪い情報が院長になかなか入っ

てこない 

●リーダーが部下に対して注意や指導を行うときに、院長のフォローやバックアップがない 

●職場のルールや服務心得は当たり前のことであり、わざわざ教える必要がないと考えている 

●ルール違反が繰り返されても医療機関として制裁処分をしていない、放置している 

●スタッフの就業意識の変化や就業形態の多様化に対応できていない 

●スタッフとして守るべきルールや基準を医院が示していない 

 

 

 対処方法としては、労働に関するルールを明確にすることです。特に、解雇や残業など

労働者とのトラブルが発生しやすい項目については、事前に明文化しておくことが重要で

す。また、トラブルが発生した時に相談できる専門家を持つことも重要です。一般的には

労働法規の専門である社会保険労務士が有効な相談相手となりますが、訴訟などに発展し

た場合には弁護士との連携も必要となります。 

 また、労務管理においては、必要となる労働関係のルールを理解し、従業員一人ひとり

が活き活きと働ける職場の環境を整えることです。そうする事で、スタッフ間のいじめや

嫌がらせの防止にも繋がります。

３│労務トラブルへの対処法     
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 歯科医院側とスタッフとの間に労務トラブルが生じた場合、そのトラブルを解決するた

めの指針となってくれるのが労働法（労働関係の法律の総称）です。 

 代表的なものとして、「労働基準法」「労働組合法」「労働関係調整法」があり、これらを

労働三法と呼びます。労働法はこの労働三法をはじめとし、労働者派遣法、育児・介護休

業法、男女雇用機会均等法など多数の法律と命令（政令・省令）、通達、判例などから成り

立っています。 

 

（１）労働基準法 

 労働基準法は、数ある労働法規の中でも根幹に位置する重要な法律です。個々の労働者

を保護するために、賃金や休暇、労働時間などの労働条件についての最低基準を定めてい

ます。労働契約を定めても労働基準法に満たない項目については、その部分は無効になり

ます。この法律に違反した場合は、一部の条文には刑事罰があり、刑罰法規としての側面

も持っています。 

 「総則」以下、労働基準法は、「労働契約」「賃金」「労働時間、休憩、休日及び年次有給

休暇」「安全及び衛生」「女子及び年少者」「技能者の養成」「災害補償」「就業規則」「寄宿

舎」というように、労働契約の締結からその終了に至るまで、労働関係のほぼ全面にわた

って最低条件を規定するとともに、その監督機関と罰則が定められています。 

 

（２）労働組合法 

 通称「労組法」と呼ばれ、憲法で保障された労働三権（団結権、団体交渉権、団体行動

権）を、労働者に保障するための法律です。労働組合の結成、使用者との団体交渉やスト

ライキ等、労働争議に対する免責要件などが定められています。この「労組法」により、

労働者は、団結し組合を作り、組織の力を背景にして雇主と対等の立場に立ち、労働条件

を改善するための活動を行うことが保障されています。 

 

（３）労働関係調整法 

 労働条件などをめぐっておきる労使間のトラブルを防止し、あるいは解決するための法

律です。争議調整方法として、労使の自主的解決を原則としつつ、斡旋、調停、仲裁、緊

急調整を規定しています。

１│労働三法とは     

院長が知っておくべき労働法知識 
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（１）法律上禁止されている事項について 

 労働基準法において、下記のような行為は禁止されています。 

①強制労働の禁止 

②賠償予定の禁止 

③前借金の禁止 

④強制貯金の禁止 

⑤中間搾取の禁止 

 

（２）就業規則について 

 就業規則とは、スタッフの労働条件や服務規律を定めたものをいいます。スタッフを採

用した場合には労働契約書を交わしますが、合理的な労働条件が定められている就業規則

を使用者がスタッフ全員に周知させていた場合には、その労働契約の内容は、その就業規

則で定める労働条件とすることができます（労働契約法７条）。 

 法律では、労働者が 10人以上いる場合は、就業規則を作成して労働基準監督署に届け出

ることになっています（労働基準法 89 条）。ここでいう労働者とは、常勤のスタッフだけ

でなくパートやアルバイトも含みます。就業規則を作成・変更する場合には、労働者代表

の意見を聞かなければなりません。 

 

（３）労働時間について 

①法定労働時間  

労働基準法に定められた労働時間（原則、１日８時間、週 40時間） 

②所定労働時間 

就業規則等にて決められた労働時間から休憩時間を除いた時間 

 

 通常は、法定労働時間を超えて労働させてはならないとされていますが、特例事業（保

健衛生業）にあたる歯科医院は、三六協定を締結した場合や変形労働時間制を採用してい

る場合等は、例外として法定労働時間が週 44時間まで許されています。 

 

（４）解雇や退職について 

 死亡や行方不明を別にすれば、労働者からの申し出または労使の合意によるものが退職

です。退職の種類としては次のようなものがあげられます。 

２│主な注意点     
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①自己都合退職 

②退職勧奨 

③契約期間の満了 

④定年退職 

 

 一方、解雇とは、歯科医院の側からスタッフとの雇用契約を解除することです。解雇は

その原因により、次のように分けることができます。 

①普通解雇    ②整理解雇    ③懲戒解雇 

 

 労働者は、法律により働く権利を保障されており、歯科医院はいつでも自由に一方的に

労働者を解雇することはできません。 

 客観的に合理性を欠き、社会通念上相当と認められない解雇をした場合には、権利を濫

用したものとしてその解雇は無効となります。 

  

（５）トラブルの解決方法について 

 トラブルの解決には、当事者である事業主と労働者との話し合いが大切です。ただトラ

ブルが深刻な場合には、当事者同士の話し合いではなかなか解決がつかないことが予想さ

れ、そのような場合には、労政事務所や都道府県労働局のあっせん、労働基準監督署、労

働委員会など第三者機関の調停が利用できます。 

 このような個別的労使関係の中で生じるトラブルを扱う機関とは別に、集団的労使関係

について起こった紛争を解決する機関として労働委員会があります。ここでは労働争議の

調整や労働争議の実情調査、不当労働行為の審査を行っています。 

 こうした機関でトラブルが解決されない場合には、裁判所を利用することになりますが、

裁判所では訴訟だけでなく、民事調停や労働審判を行うこともあります。 

 

 

 労務管理は、労働基準法に準拠して行わなければなりません。労働基準法は、労働者保

護の観点から労働条件の最低限の基準を定めたもので、これを下回ることはできません。 

 一方、経営者を保護する法律というものはなく、労使関係において、経営者が保護され

る根拠となるものは、就業規則と労働契約しかありません。 

 歯科医院にとって労使トラブルへの対策とは、就業規則の整備と労働契約を意味します。

就業規則は労務トラブルを回避するルールブックといえます。

３│経営者を守るのは就業規則と労働契約     
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 個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律に基づき、労働条件その他労働関係に関す

る事項についての個々の労働者と事業主との間の紛争（労働者の募集及び採用に関する事

項についての個々の求職者と事業主との間の紛争を含む。）について、あっせんの制度を設

けること等３つの制度が用意されています。 

 

 

 個々の労働者と事業主との間のトラブル（個別労総紛争）で困った際には、その法律に

基づき３つの制度を利用できます。 

 

■３つの紛争解決制度 

①総合労働相談コーナーにおける情報提供・相談 

②都道府県労働局長による助言・指導 

③紛争調整委員会によるあっせん 

 

１│個別労働紛争解決システムの概要     

個別労働紛争解決制度の活用 

（出典）厚生労働省 都道府県労働局： 

「個別労働関係紛争の解決の促進に関する

法律」に基づく３つの制度のご案内 より 
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 都道府県労働局では総合労働相談コーナーにて、労働問題に関する情報提供・個別相談

を行っていて、必要に応じて、都道府県（労政主管事務所、労働委員会）・裁判所・法テラ

ス（日本司法支援センター）・労使団体における相談窓口等と連携も行っています。 

 

■総合労働相談コーナーにおける情報提供・相談 

●解雇、雇止め、配置転換、賃金の引下げ、募集・採用、いじめ・嫌がらせ、パワハラなどのあ

らゆる分野の労働問題を対象 

●性的指向・性自認に関連する労働問題も対象 

●労働者、事業主どちらからの相談も可 

●学生、就活生からの相談も可 

●外国人労働者等からの多様な言語に対する相談も可 

●専門の相談員が面談もしくは電話で対応 

●予約不要、利用は無料 

●相談者の方のプライバシーの保護に配慮した相談対応 

●「個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律」に基づき、労働相談を受けるほか、「助言・

指導」や「あっせん」を案内 

●労働基準法等の法律に違反の疑いがある場合は、行政指導等の権限を持つ担当部署に取り次ぐ 

●希望の場合は、裁判所、地方公共団体（都道府県労働委員会など）、法テラス（日本司法支援

センター）などの他の紛争解決機関に情報提供 

 

 総合労働相談コーナーに相談し、その後、関連する法令・裁判例などの情報提供、助言・

指導制度についての説明から申出を行った場合、都道府県労働局長による助言・指導が実

施され、解決した場合は終了となります。解決されなかった場合は、希望に応じてあっせ

んへの移行又は他の紛争解決機関の説明・紹介が行われます。 

 

■都道府県労働局長による助言・指導の手続きの流れ 

３│都道府県労働局長による助言・指導     

２│総合労働相談コーナーにおける情報提供・相談     

（出典） 

厚生労働省 都道府県労働

局：「個別労働関係紛争の解決

の促進に関する法律」に基づ

く３つの制度のご案内 より 
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（１）あっせんとは 

 あっせんとは、紛争当事者間の調整を行い、話し合いを促進することにより、紛争の解

決を図る制度です。 

 紛争当事者の間に公平・中立な第三者である労働問題の専門家が入り、双方の主張の要

点を確認し双方から求められた場合には、両者に対して、案件に応じた具体的なあっせん

を提示します。 

 

（２）紛争調整委員会とは 

 弁護士、大学教授、社会保険労務士などの労働問題の専門家により組織された委員会で、

都道府県労働局ごとに設置されています。この紛争調整委員会の委員の中から指名される

あっせん委員が、紛争解決に向けてあっせんを実施します。 

 

（３）あっせんの流れ 

 都道府県労働局雇用環境・均等部（室）又は最寄りの総合労働相談コーナーに、あっせ

ん申請書を提出します。提出後、都道府県労働局長が紛争調整委員会へあっせんを委任し、

あっせん開始通知、あっせん参加・不参加の意思確認を行います。不参加の場合は打ち切

りとなり他の紛争解決機関への説明紹介になります。 

 

■あっせんの手続きの流れ 

 

（出典）厚生労働省：個別労働紛争解決制度（労働相談、助言・指導、あっせん）より 

４│紛争調整委員会によるあっせん     
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①虚偽のいじめ、嫌がらせ事例:Ａ歯科のケース  

Ａ歯科は、歯科衛生士２名・歯科助手１名・受付１名の計４名の歯科医院ですが、歯科衛生士の

Ｓさんが、他のスタッフから「いじめ・嫌がらせ」を受けていると院長が相談を受けました。 

内容としては、「会話に参加させてもらえない」「無視される」「共有ロッカーの使用を制限され 

る」というもので、そのきっかけは、歯科医院や院長に対しての陰口や勤務条件などの愚痴に 

Ｓさんが参加しなかったことが原因であるとのことでした。 

診療中は我慢できるが、出退勤時や休憩時間は耐えられないので、診療開始までは患者待合室か

診察室の一部を自身の控室として欲しいとの要望がありました。 

 

（１）内容の詳細 

 Ｓさんは普段から勉強熱心で、院長からの指示への対応も早かったため、その日の昼休

みは資格取得等の勉強を理由にカウンセリングルームの使用を許可しました。 

 その上で他のスタッフから聞き取りを行ったところＳさんの話とは真逆で、歯科医院や

院長に対しての陰口や勤務時間、給料など勤務条件への不満を漏らしていたのはＳさんで、

他のスタッフを扇動していたとのことでした。そのため、Ｓさんには話し掛けることをせ

ず、共有ロッカーも自分達が使用しないようにしているとのことでした。 

 院長がそれらを踏まえてＳさんに個人面談をした所、他のスタッフの話を認めるでもな

く、自身が最初に申し出たことを繰り返したのみでその日は早退しましたが、以降、体調

不良による欠勤、無断欠勤などが続きました。Ｓさんの両親から「娘は、同僚スタッフか

らいじめや嫌がらせを受け精神的苦痛を受けた。研修の強要と別室での着替え・休憩を命

令された。院長が扇動している。」とクレームが入りました。 

 

（２）注意点 

 いじめ・嫌がらせに係る事案を放置した場合に、労働契約法に基づく労働者の安全配慮

義務に違反するおそれがあることから、早急に実態を把握の上、対策を講じる必要があり

ます。 

 

（３）結果 

 Ｓさんの両親には院長から事情を説明しましたが納得せず、その後も診療中に訪問や電

話が数回ありました。 

 最終的には、「詳細な実態調査を行うため、第三者を入れた全員での面談」を提案した所、

歯科医院の労務トラブル事例 
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両親から謝罪があり解決となりました。 

 初動対応が早かったことと、実態調査を冷静に行ったことが正しい判断と説明に繋がり

問題解決になったものと思われます。 

 

②いじめ・嫌がらせによる自己都合退職事例:Ｂ歯科のケース  

Ｂ歯科は、歯科衛生士２名・受付兼歯科助手１名（パート）の計３名の歯科医院ですが、常勤ス

タッフである歯科衛生士Ｔさんより、「いじめられている」との相談があり、他のスタッフから

も、「なぜＴさんだけを特別待遇にしているのか」の質問がありました。どちら側からも、歯科

医院の回答（対応）によっては退職するとの内容でした。 

 

（１）内容の詳細 

 Ｔさんが受けた「いじめ・嫌がらせ」の内容は、他のスタッフから患者引継ぎの報告が

ない、休憩時間中に無視される、電話やＳＮＳが繋がらないなどです。 

 Ｔさんの幼い子供は病弱で、遅刻・早退や急な休みが多いのは事実でした。しかし、採

用時にその事情を聞いたうえで、総合的判断で常勤スタッフ採用としています。 

 他のスタッフからは、Ｔさんがほぼ毎週、早退や遅刻をしているのは特別待遇であり、

それが許されるのであればパートスタッフも常勤にして欲しいと申し出を受けました。 

 

（２）注意点 

 Ｔさんへのいじめ・嫌がらせに関しては、実態把握のため、双方から個別に聞き取りを

行い、その原因をはっきりとさせてから口頭注意等の対策を講じる必要がありました。 

 Ｔさんの採用条件について、早退や遅刻時には給与から控除していることや、他の常勤

スタッフには付与している手当がないこと、勤務日や勤務時間についても自由になるわけ

ではない等の採用条件を全スタッフに説明する必要があります。 

 

（３）結果 

 Ｔさんへのいじめ・嫌がらせに関しては、他のスタッフより理解を得られたため、院長

が双方の中に入って事の経緯を説明し、一旦は問題解決となりました。特別待遇をしてい

ると感じていたスタッフも、自分達の待遇を理解し現状の条件のまま勤務を続けることに

なりましたが、残念ながらＴさんは退職しました。結果としてイレギュラーな採用をした

ことがトラブルの原因となったといえます。 

 医院の経営上、条件付きのスタッフを採用するケースは多々あると思いますが、その際

は、採用者本人との合意はもちろん、事前に他のスタッフにも事情を説明しておけば、回

避できたと思われます。 
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③退職勧奨・解雇事例:Ｓ歯科のケース  

Ｓ歯科は、歯科衛生士２名（内パート１名）・歯科助手１名の計３名の歯科医院ですが、患者が

増えてきたことにより、１年前、受付にＦさんを中途採用しました。採用当初は順調に回ってい

ましたが、患者から「予約を入れられない」と院長が耳にすることが多くなり、Ｆさんが自分の

都合に合わせてアポイント調整をしていることがわかり厳重注意をしました。さらに、注意をし

ていたにもかかわらず、医院に出入りする業者に私用の歯ブラシや歯磨き粉等を発注するなどし

ていたため、退職勧奨を行いました。 

 

（１）内容の詳細 

 Ｓ歯科では、患者が増えるどころか横ばいがやっとであった所に患者から予約を入れら

れないとの話を受け、スタッフに個別面談を行いました。そこで「Ｆさんがアポイントの

調整をしている」との情報があり、本人に確認をしたところ事実と認めたため厳重注意を

しました。その後一旦は改善がみられましたが、すぐに同様のケースが見受けられるよう

になった他にも、医院に出入りする業者と私用で取引をしていたため、退職勧奨を行いま

した。 

 

（２）注意点 

 解雇は、客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当であると認められない場合は、

その権利を濫用したものとして無効であるとされており（労働契約法 16 条）、解雇に至る

経緯や指導状況などを総合的に勘案して判断されるので注意が必要です。 

 

■参考例 解雇までの流れ 

①十分な教育、指導を再度徹底する。また、その証拠を残す。 

②別の業務へ配置転換する。 

③それでも改善がない場合は退職勧奨して退職届を出してもらう。 

④退職勧奨に応じない場合は解雇する。 

 

（３）結果 

 Ｆさんは、最初は認めていませんでしたが、院長自身が患者から聞き取りをし、アポイ

ント帳と突合せておかしな点を指摘すると、やっと非を認めました。また業者との私用取

引について、この歯科医院では従来から認めておらず、承諾もしていないことから、医院

の規律を守っていないことを説明したところ、本人より退職勧奨に応じて退職することと

なり、解決に至りました。
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■参考資料 

厚生労働省：「令和元年度個別労働紛争解決制度の施行状況」 

個別労働紛争解決制度（労働相談、助言・指導、あっせん） 

都道府県労働局：「個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律」に基づく３つの制度のご案内 

 


